
さいたま市規則第９号 

   さいたま市屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則 

 さいたま市屋外広告物条例施行規則（平成１５年さいたま市規則第１３号）の一部

を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

  該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 （点検を実施する者）  （点検を実施する者） 

第１６条の２ 条例第１８条の２第１項の規則で定

める者は、次に掲げる者とする。 

第１６条の２ 条例第１８条の２第１項の規則で定

める者は、次に掲げる者とする。 

 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

条第２項に規定する一級建築士又は同条第３項

に規定する二級建築士の資格を有する者 

 ⑷ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第

４４条第１項に規定する第一種電気主任技術者

免状、第二種電気主任技術者免状又は第三種電

気主任技術者免状の交付を受けている者 

 ⑸ 前各号に掲げる者のほか、広告物又は掲出物

件の点検を実施するために必要な知識及び技術

を有すると市長が認める者 

 ⑶ 前２号に掲げる者のほか、広告物又は掲出物

件の点検を実施するために必要な知識及び技術

を有すると市長が認める者 

 （講習会等）  （講習会等） 

第２８条 ［略］ 第２８条 ［略］ 

２ 市長は、次の各号のいずれかに掲げる者に対し

ては、その者の申請により前項第３号の事項に係

る講習を免除することができる。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに掲げる者に対し

ては、その者の申請により前項第３号の事項に係

る講習を免除することができる。 

 ⑴ 建築士法第２条第１項に規定する建築士の資

格を有する者 

 ⑴ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２

条第１項に規定する建築士の資格を有する者 

 ⑵ ［略］  ⑵ ［略］ 

 ⑶ 電気事業法第４４条第１項に規定する第一種

電気主任技術者免状、第二種電気主任技術者免

状又は第三種電気主任技術者免状の交付を受け

ている者 

 ⑶ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第

４４条第１項に規定する第１種電気主任技術者

免状、第２種電気主任技術者免状又は第３種電

気主任技術者免状の交付を受けている者 

 ⑷ ［略］  ⑷ ［略］ 

３～７ ［略］ ３～７ ［略］ 



 （みなし登録業者に係る届出）  （みなし登録業者に係る届出） 

第３３条 条例第２９条の５第２項又は第３項の規

定による届出は、次に掲げる事項を記載した特例

屋外広告業届出書（様式第３６号）により行うも

のとする。 

第３３条 条例第２９条の５第２項又は第３項の規

定による届出は、次に掲げる事項を記載した特例

屋外広告業届出書（様式第３６号）により行うも

のとする。 

 ⑴～⑶ ［略］  ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 埼玉県における登録番号、登録年月日及び有

効期間満了年月日 

 ⑷ 埼玉県における登録番号、登録年月日及び有

効期限満了年月日 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係） 

 １ 条例第６条の許可の基準  １ 条例第６条の許可の基準 

広告物の種類 基準 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１・２ ［略］ 

３ 道路上への突出し幅は、道

路境界から１メートル以下で

あること。 

４ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から２．５メート

ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

あること。 

建造

物か

ら独

立し

た広

告 

市街化

区域（

都市計

画法第

７条第

２項に

規定す

る市街

化区域

をいう。

） 

１・２ ［略］ 

３ 道路上に突き出していない

こと。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。 

 ⑴ 医療法（昭和２３年法律

第２０５号）第４条第１項

に規定する地域医療支援病

院又は埼玉県知事が指定し

た災害拠点病院の案内標識

のうち、当該案内標識の支

柱が歩道上又は法敷にある

ものであって、下端の高さ

が歩道上にあっては路面か

ら２．５メートル以上、車

道上にあっては路面から４

．５メートル以上である場

合 

 ⑵ 自家広告物であって、道

路上への突出し幅が道路境

界から１メートル以下で、

かつ、下端の高さが歩道上

広告物の種類 基準 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１・２ ［略］ 

３ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から３メートル以

上、車道上にあっては路面か

ら４．５メートル以上である

こと。 

建造

物か

ら独

立し

た広

告 

市街化

区域（

都市計

画法第

７条第

２項に

規定す

る市街

化区域

をいう。

） 

１・２ ［略］ 

３ 道路上に突き出していない

こと。ただし、自家広告物で

あって、下端の高さが歩道上

にあっては路面から３メート

ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

ある場合は、この限りではな

い。 



    にあっては路面から２．５

メートル以上、車道上にあ

っては路面から４．５メー

トル以上である場合 

市街化

調整区

域（都

市計画

法第７

条第３

項に規

定する

市街化

調整区

域をい

う。）

１・２ ［略］ 

３ 道路上に突き出していない

こと。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。 

 ⑴ 医療法第４条第１項に規

定する地域医療支援病院又

は埼玉県知事が指定した災

害拠点病院の案内標識のう

ち、当該案内標識の支柱が

歩道上又は法敷にあるもの

であって、下端の高さが歩

道上にあっては路面から２

．５メートル以上、車道上

にあっては路面から４．５

メートル以上である場合 

 ⑵ 自家広告物であって、道

路上への突出し幅が道路境

界から１メートル以下で、

かつ、下端の高さが歩道上

にあっては路面から２．５

メートル以上、車道上にあ

っては路面から４．５メー

トル以上である場合 

 ［略］ 

市街化

調整区

域（都

市計画

法第７

条第３

項に規

定する

市街化

調整区

域をい

う。）

１・２ ［略］ 

３ 道路上に突き出していない

こと。ただし、自家広告物で

あって、下端の高さが歩道上

にあっては路面から３メート

ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

ある場合は、この限りではな

い。 

 ［略］ 

 ２ 条例第７条第５項第１号に係る許可の基準  ２ 条例第７条第５項第１号に係る許可の基準 

自家広告物の

種類 
基準 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１～３ ［略］ 

４ 道路上への突出し幅は、道

路境界から１メートル以下で

あること。 

５ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から２．５メート

ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

あること。 

建造物から独 １～３ ［略］ 

立した広告 ４ 道路上への突出し幅は、道

路境界から１メートル以下で

あること。 

自家広告物の

種類 
基準 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１～３ ［略］ 

４ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から３メートル以

上、車道上にあっては路面か

ら４．５メートル以上である

こと。 

建造物から独 １～３ ［略］ 

立した広告  



 ５ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から２．５メート

  ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

あること。 

 ［略］ 

 ４ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から３メートル以

  上、車道上にあっては路面か

ら４．５メートル以上である

こと。 

 ［略］ 

 ３ ［略］  ３ ［略］ 

 ４ 条例第７条第５項第３号に係る許可の基準  ４ 条例第７条第５項第３号に係る許可の基準 

広告物の種類 基準 

 ［略］ 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１～３ ［略］ 

４ 道路上への突出し幅は、道

路境界から１メートル以下で

あること。 

５ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から２．５メート

ル以上、車道上にあっては路

面から４．５メートル以上で

あること。 

 ［略］ 

広告物の種類 基準 

 ［略］ 

建造

物利

用広

告 

 ［略］ 

突出し

広告 

１～３ ［略］ 

４ 下端の高さは、歩道上にあ

っては路面から３メートル以

上、車道上にあっては路面か

ら４．５メートル以上である

こと。 

 ［略］ 

様式第１１号（第１６条の４関係） 様式第１１号（第１６条の４関係） 

屋外広告物等点検報告書 屋外広告物等点検報告書 

 ［略］  ［略］ 

 ［略］ 

点検

箇所
点 検 項 目 

異常の

有無 

改善の

概要 

 ［略］ 

取
付
部

１ アンカーボルト

・取付部プレート

の腐食・変形 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

点検

箇所
点 検 項 目 

異常の

有無 

改善の

概要 

 ［略］ 

取
付
部

１ アンカーボルト

・取付け部プレー

トの腐食・変形 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 注  注 

 様式第２３号（表）及び様式第２３号（裏）を次のように改める。 



様式第２３号（第２３条関係）(表) 

屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 

登録番号 さ広（  ）第   号 

登 録 年 月 日     年  月  日 

有効期間満了年月日     年  月  日 

初回登録年月日     年  月  日 

法人・個人の別   １ 法人     ２ 個人 

フ リガナ 

氏  名 
法人にあっては名称、 

代 表 者 の 氏 名 

   年   月   日変更

住  所 
法人にあっては主たる 

事務所の所在地 

〒 

電話番号 

   年   月   日変更

電話番号 

法人である場合の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者）の職名及び氏名

職  名 氏  名 

未成年者である場合の法定代理人の氏名及び住所 

フリガナ 

氏  名 

住  所 

〒 

電話番号 

法定代理人が法人である場合は、その役員の職名及び氏名 

職  名 氏  名 

主たる業務の内容 

そ の 他 



様式第２３号（第２３条関係）(裏) 

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

他の地方公共団体に 

おける登録番号 

登録を受けた地方公共団体名 登 録 年 月 日 登  録  番  号



 様式第４０号（表）及び様式第４０号（裏）を次のように改める。 



様式第４０号（第３６条関係）（表）

特 例 屋 外 広 告 業 者 届 出 簿 

届出番号 さ広（  ）第   号 埼玉県に

おける 

登 録 番 

号 等 

登 録 番 号

登 録 年 月 日

届出年月日  
有 効 期 間 満 了 年 月 日

法人・個人の別   １ 法人     ２ 個人 

フ リガナ 

氏  名 
法人にあっては名称 

及び代表者の氏名 

住  所 
法人にあっては主たる 

事 務 所 の 所 在 地 

〒 

電話番号 

変 更 履 歴 

変更年月日 変更した事項 



様式第４０号（第３６条関係）（裏） 

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  

営
業
所

名   称  

所 在 地 

〒 

電話番号 

業務主任者 氏  名  



   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前のさいたま市屋外広告物条例施行

規則の規定により作成されている様式については、当分の間、使用することができ

る。 


